第Ⅲ統合分科会

記録者名前：平賀　一弘（三重県本部）

参加者人数：17日午前　349人

	プログラム
	17日(金) 9 ：00～12:00

　シンポジウム「市町村合併がもたらしたもの」

　　コーディネーター：佐藤　俊一（東洋大学副学長）

　　パネリスト：中西　晴史（日本経済新聞社地方部編集委員）

　　　　　　　　　　　羽貝　正美（首都大学東京大学院教授）

　　　　　　　　　　　石橋　正信（元江刺青年会議所理事長）

　　　　　　　　　　　高橋　貞光（北海道せたな町長）

　　　　　　　　　　　坂口　光治（東京都西東京市長）

	記　　　録
	＜コーディネーター　佐藤　俊一（東洋大学副学長）＞

　平成の大合併を点検・評価しつつそこにどんな問題点や課題があるのかということをこのシンポジウムを通じて明らかにしたいと思います。

＜パネリスト　中西　晴史（日本経済新聞社地方部編集委員）＞

　新潟の場合は、16件の合併が成立しております。112あった自治体は31自治体に再編されています。

　特徴としてまず、知事をリーダーとする県のイニシアティブ、財政支援が非常に大きかった。大規模な合併のほかに中規模の合併が複数あることも新潟の特徴です。首長さんたちのリーダーシップで新しい自治体を作ろうという戦略的な目的がはっきりと打ち出されたと見ることができます。この一連のプロセスの中で住民と行政との距離を縮め、住民の理解を深めていこうという試みがなされた。

　最後に、こうした合併の中で、共有され、経験されたことを今後の自治体づくりにどう活かしていくかが最も大きな課題であると思います。

＜石橋　正信（元江刺青年会議所理事長）＞

　奥州市は２市２町１村が合併した。合併後３年が経過し、４年目に入っているわけですが、子育て支援策、学校建設計画といったメリットはあったのではないかと感じています。岩手・宮城内陸地震の際には、二つの旧自治体が甚大な被害を被ったわけですけれどその他の３つの旧自治体はそれほど大きな被害がなかったので、市全体がマヒすることもなく職員の方々も協力して活動していたので、もし合併していなければどうなっていただろうかと考えると大きな不安はあります。職員の協力体制等を考えると合併して良かったのではないかと思っています。

　次に旧市町村の枠を超えたコミュニティの交流は簡単ではないが、進めていかなければならないと思っています。旧自治体での良いところは新市でさらに輪を広げてやるべきことや見直すべきことは勇気を持って進めていただくことを期待したいと思っています。

＜高橋　貞光（北海道せたな町長）＞

　せたな町は大成町、北檜山町、瀬棚町が合併をして誕生した。合併前、旧町それぞれ大変厳しい財政状況にありまして、自立困難という判断をされて、合併協議会がスタートしました。18年度の予算編成時に起債残高を減らすことを第一に据えまして、全課長にすべての事務事業の見直しをお願いしました。継続事業のうち二つの事業を１年、２年と先延ばしにし、投資的経費の平準化を図ることにしました。2006年７月31日に、17年度の決算数字が出ましたので、これをもって非常事態宣言をし、財政健全化改革と職員定数の適正化計画を併せて示しました。大きな不良債務を抱えてい

	
	る３つの病院、１万の人口で３つの病院を維持するということは到底考えられませんので、２つは無床の診療所、残った医療スタッフについては総合病院に集中し、救急24時間365日、入院はこの病院一つで対応するという体制をとりました結果、大幅に収支が改善することになりました。全国放送で地域医療を後退させた町長ということでずいぶん紹介されましたので皆さんの中にもご覧になった方がおられると思います。しかし今自治体病院の再編のモデルとして北海道では評価をしていただいているところです。

＜坂口　光治（東京都西東京市長）＞

　西東京市は、2001年に合併いたしました。人口は旧田無市が８万人、旧保谷市が10万人で合併時は約18万人の人口でしたが、現在は19万４千人の人口となっております。さて、合併はアメとムチでございますが、ムチの部分はまさに究極の行革であるということですね。職員も1,410名ほどおりましたが、今は1,150名です。

　今後の課題は自立した20万都市の確立でありまして、行財政基盤の強化、市民、ＮＰＯ、大学、企業と行政との協働が大変重要になると思います。財政力の強化という点では、0.97の財政力指数を1.2ぐらいまで押し上げていきたい。市内の購買力の48％が流出しており、19万４千の方に市内でお買い物をしていただく。市外の方も西東京でお買い物をしていただける。そのような魅力ある市を築いていきたいと思います。

＜コーディネーター　佐藤　俊一（東洋大学副学長）＞

　市民生活から見た合併効果をお話しいただきたいと思います。

＜坂口　光治（東京都西東京市長）＞

　昨年5,000人を対象に合併に対するアンケートを取りました。もし西東京市が100人の村だったら、市としての一体感が感じられない36人。しかし、愛着度という点では65人、住み心地という点では59人の方が満足している。重要な施策は何かという問いに対しましては、防犯、防災などの安全対策、医療サービスの充実があげられております。このようなところに住民の感情の一端が現れているのかと思っています。

＜高橋　貞光（北海道せたな町長）＞

　当初は、合併しないほうが良かったのではという、町民の声、議員の声もたいへん多くありました。しかし、我々の町のように自立できない見通しの中で合併をするということになりますと、無駄を省くという合併効果は期待できるわけでありまして、改革についてはくどいほど町広報でお知らせをしております。そういった効果もあって住民は最近になって、合併して良かったという感じになってきていると思っています。

＜石橋　正信（元江刺青年会議所理事長）＞

　市民は合併する時の思いを今では忘れてしまっていて、現状を基に話をし、なぜ合併したのか、合併していなかったらどうなっていたのかということを考えていない。

＜中西　晴史（日本経済新聞社地方部編集委員）＞

　今回の合併は総論として言えば、国主導でやってきて、地方分権と言いながら全く逆の手法で行われてきたというのが最大の問題だと思います。合併したところとしなかったところを比べた場合、しなかったところにロマンを感じるというか志を感じます。

＜佐藤　俊一（東洋大学副学長）＞

　ここまでエネルギーをかけて合併したのだから、いろいろ問題があってもどう新しい町や村を作っていくのかが重要になると思います。中心部と周辺部に一体感を持っ

	
	たまちづくりをどうしていくのかということも重要になってくると思います。

＜高橋　貞光（北海道せたな町長）＞

　確かに地域エゴというのは、住民ばかりでなく職員の間にもあります。すべての職員を地区担当として配置をし、冠婚葬祭、町内会活動の支援をしていただいております。住民と職員との結びつきを強くしてもらっていることで、市に対する理解も深まってきていると実感しています。

＜羽貝　正美（首都大学東京大学院教授）＞

　住民側の責任としては、住民が行う協議会等の活動は非常に認知度が低いので、その場で情報交換を行い、住民同士で認知度を高めていくことが必要であると思います。一方、行政側の責任としては、住民にとって身近な役所・役場が支所になるということは一種の喪失感を味わう決定的な事柄だと思います。それで、本庁との物理的な距離以上に大きい心理的な喪失感を払拭するために市全体の課題、問題、その地区の課題、問題を発信し理解してもらえる場として、支所の活用を市制としてやっていく必要があると思います。

＜石橋　正信（元江刺青年会議所理事長）＞

　私の江刺町も総合支所という形になりました。とくに事務手続きについては不便はありませんが、旧町時は住民課にいる職員がどこのだれだかわかったのですが、そういうことがなくなったという点で心理的に役場が遠くなったという感じがしています。

＜坂口　光治（東京都西東京市長）＞

　合併当初は分庁舎方式でしたが、タライ回し的なこともあったりしまして、市民からの批判もありましたので最近では、保谷庁舎のほうに総合窓口を設けまして対応しております。

　志の件ですが、合併して取り組むか合併せずに取り組むのかという違いだけで、究極の行革に取り組んでいるところは同じです。持続可能な市政運営を目指していかなければと思っております。


良かった点、反省点など

	

	　市町村合併について、正面から議論ができたことは問題提起としては意味があったと思う。自治労の中では、市町村合併について、マイナスの議論が多い中、合併を推進した、あるいは進めている立場で地域作りをしている首長の生の意見が聞けたのは重要だと思う。

　少し欲張りすぎて、時間が足らなかったような気がする。パネリスト一人ひとりにもっと時間を与えられるような余裕が足らなかった。

　自治研というあり方から言うと、シンポジウムという形で、自分たちの取り組みから構成できなかったことは、反省の余地が残る。

　住民自治と行政体としての自治との乖離は、市町村合併に限らないことが、裏側に見えたような気がする。自治という言葉で何を議論しようとするのか、明確にしながらやらないと議論に混乱が生じるような気がする。

	


全体の印象、感想

	

	　シンポジウムの構成・調整をコーディネーターやパネリストと行っていくことは、個人的には大変有意義であったが、県本部の仕事をしながらやることには、無理があるように思う。反対に、個人的に有意義だと思うことが、組織として共有できないのかと思うのだが、各推進委員の構成を考えるとこれも困難だと思う。

　おざなりにはならないようにと思うのだが、いつものメンバーの仲間内集会になってしまう危険があるように感じる。

　総選挙を理由に自治研を一度延期したことが、よかったとは思えない。それにもかかわらず、総選挙の最中に、全国大会を開こうとすることに疑問を感じる。

　職域でやっている各種全国集会と全国自治研との関係を整理する必要を感じる。
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